高知県立自然公園条例及び高知県自然環境保全条例の改正について

１　条例改正の趣旨について

　生物多様性の保全に対する社会的要請の高まりなどを受け、自然公園法及び自然環境保全法の一部を改正する法律が平成22年４月１日に施行されました。この改正を踏まえ、法の改正内容のうち高知県の現状に照らして対応が必要な次の事項について、高知県立自然公園条例及び高知県自然環境保全条例の改正を行おうとするものです。
２　条例改正の内容について
◆高知県立自然公園条例の改正の内容

(1) 目的の改正
生物の多様性に関する社会的な要請の高まりを踏まえ、また、今回の条例改正において生態系維持回復事業制度を創設することから、目的規定に「生物の多様性の確保に寄与する」ことを追加します。

(2)定義の追加、変更

　　生態系維持回復事業制度の創設に伴い、生態系維持回復事業についての定義を追加するとともに、公園計画の定義を「保護又は利用のための規制又は事業に関する計画」と改め、生態系維持回復事業を事業に関する計画に位置づけます。
(3)公園事業の執行に関する規定の整備

　　現在、高知県立自然公園条例施行規則に規定されている公園事業の執行に関する規定を条例で整備します。

(4)特別地域内の行為規制の項目の拡充

特別地域のうち知事が指定する区域内において、木竹を損傷することについて、許可を要する行為に追加します。

特別地域のうち知事が指定する区域内において、当該区域が本来の生息地等でない動植物で知事が指定するものを放出・植栽することについて、許可を要する行為に追加します。

(5)生態系維持回復事業の創設

　シカの食害の深刻化等、行為規制を行うだけでは生物の多様性の確保に支障を生じ、自然公園全体としての風致景観が維持されない事態に対処するため、知事が定める事業計画に基づき、自然公園の生態系を維持又は回復する事業を実施することができることとし、また、当該事業にかかる行為については、高知県立自然公園条例上の許可等を不要とします。

(6)罰則の追加

　　公園事業で設置した施設等が廃屋のまま放置されることを防止するため、公園事業に係る原状回復命令等に対する罰則を設ける等、罰則を追加します。

◆高知県自然環境保全条例の改正の内容

(1)目的の改正

生物の多様性に関する社会的な要請の高まりを踏まえ、また、今回の条例改正において生態系維持回復事業制度を創設することから、目的規定に「生物の多様性の確保に寄与する」ことを追加します。

(2)定義の追加、変更

　　生態系維持回復事業制度の創設に伴い、自然環境の保全のための規制又は施設に関する計画としていた保全計画を「自然環境の保全のための規制又は事業に関する計画」と改め、生態系維持回復事業を事業に関する計画に位置づけます。

(3)自然環境保全地域内の行為規制の項目の拡充

特別地区のうち知事が指定する区域内において、木竹を損傷することについて、許可を要する行為に追加します。

特別地区のうち知事が指定する区域内において、当該区域が本来の生息地等でない動植物で知事が指定するものを放出・植栽することについて、許可を要する行為に追加します。

(4)生態系維持回復事業の創設

　　知事が定める生態系維持回復事業計画に基づき、自然環境保全地域の生態系を維持又は回復する事業を実施することができることとし、また、当該事業にかかる行為については、高知県自然環境保全条例上の許可を不要とします。

(5)罰則の見直し

　　高知県自然環境保全条例における罰金の額について、現在、同様の行為規制を行っている高知県立自然公園条例と水準が異なっている状況にあることから、同程度の水準に引き上げます。

３　施行期日

　　両条例とも、公布日に施行する予定です。
